
人口減少問題調査対策
特別委員会

令和2年9月～
（江口修一のあくまでも持論である）
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上越市の出生数の推移

村山市長
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宮越市長 木浦市長

上越市提供２



0

0.5

1

1.5

2

2.5
合計特殊出生率

全国 新潟県 上越市

宮越市長植木市長 木浦市長 村山市長

バブル崩壊後就職難で東京での雇
用が減り地方都市の人口が増加
（全国のどこの地方都市も同じ）

《児童手当制度の推移》
昭和47年制度発足

第3子以降義務教育終了前
手当金：3,000円

昭和57年 特例給付の導入
財源措置の変更

昭和61年 第2子以降に拡大
義務教育就学前

手当額
第2子：2,500円

第3子以降：5,000円

平成4年 第1子まで拡大
3歳未満に重点化
手当額増額

第1子・2子：5,000円
第3子以降：10,000円

平成12年義務教育就学前迄拡大
【3歳以上義務教育就学前の児童に
係る給付の財源】
全額公費・公務員所属庁負担

平成18年
小学校終了前まで拡大

平成19年 乳幼児加算の創設
（3歳未満の児童手当額を一律

10,000円に拡充）
3歳～小学校終了前
第1・2子：：5,000円
第3子以降：10,000円

平成22年 子供手当制度の創設
事業主拠出金・公費・所属庁

平成23年9月 中学校終了前（一律）13,000円
平成24年3月 3歳未満（一律） 15,000円
3歳～小学校終了前 第1・2子 10,000円

第3子以降 15,000円
中学校終了前（一律） 10,000円
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平成16年
小学校第3学年終了前まで拡大
【3歳以上小学校第3学年終了まえ
の児童に係る給付の財源】
全額公費・公務員所属庁負担

平成24年 児童手当（子供手当制度終了）

【手当額】
3歳未満（一律） 15,000円

3歳～小学校終了前 第1・2子 10,000円
第3子以降 15,000円

中学校終了前（一律） 10,000円

1.94

1.71

1.90
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児童手当制度
1人198万円/15年間

国の給付総額約2.1兆円/年



上越市の主な子育て支援関係事業

事業名 R1決算額 （千円）
※市の一般財源に限る

1子ども医療費助成事業 504,610 

2児童養護施設 11,839 

3母子生活支援施設 11,988 

4認可保育所 2,360,708 

5地域保育園 6 

6児童館 6,846 

7こどもセンター 17,556 

8子育てひろば 34,453 

9特別保育事業 142,965 

10ファミリーヘルプ保育園 60,814 

11ファミリーサポートセンター 3,938 

12放課後児童クラブ 59,472 

13南三世代交流プラザ 5,279 

14こどもの家事業 27,601 

15児童遊園 4,420 

16家庭相談員 3,482 

合 計 3,255,977 

※「上越市のふくし」に掲載されている主な事業のみ ５A
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子供年金制度の創設

現状平成17年～令和1年 0歳～15歳
2子以降 12,585人×60万円≒75億円
3子以降 3,697人×60万円≒22億円

ではなくて令和2年以降の制度に適用
2子以降 657人×60万≒４億円

3子以降 200人×60万円≒1.2億円
2子以降18年後には

14,400人×60万円≒86億円
3子以降18年後には

3,600人×60万円≒21億円

市民は制度開始後に子供世帯全てに適用
と思っている。そうでないと不公平感が出
るのではないか。

（元）衛藤晟一少子化大臣案について当時
の安倍総理は財源の目途が立たない以
上、実現は難しい。およそ「3兆～5兆」児童
手当給付額の2.1兆円より上回る

期待される効果の中で＊3っ目：移住者が

増え人口が増加して増加交付税見込み額
13万円/1人入る。根拠が分からない。

3子以降 200人×60万円≒1.2億円

右の表は上越市提供

単純な計算値の話ではない
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2019年の1年間に生まれた子どもの数が1899年の統計開始以降
最少の86万4000人（推計）となり少子化対策が急務となる中、こんなアイデアが政府内で浮上している。
旗振り役は衛藤晟一・少子化担当相。子供1人に月1万～1万5000円を支給する現在の児童手当に代わり、
子どもが多い世帯ほど手厚く傾斜配分する手当を導入する構想だ。ただし数兆円規模とされる財源の壁が立ちはだかる。
海外では出生数回復の成功例もある多子世帯支援は、実現するのか。【堀和彦】
保守系団体「日本会議」国会議員懇談会の幹部を務め、安倍晋三首相の側近として知られる衛藤氏は、
自民党社会部会長、衆院厚生労働委員長、副厚労相などを歴任した「厚労族」議員でもある。
衛藤氏が首相に自らの構想を伝えると、首相は開口一番、「たしかに必要な政策だと思うけど、いくらかかるの」と尋ねた。
しかし必要な費用を聞いた首相は、「うーん」とうなったまま沈黙したという。
出生数の上昇は安倍政権の看板政策の一つだ。安倍首相（自民党総裁）は15年9月の自民党総裁選を無投票で再選された
直後の記者会見で、「1億総活躍社会の実現」を掲げた。
その柱の一つとして、子どもを望む全ての人が希望人数の子どもを産んだ場合の「希望出生率」を1・8とすると打ち出した。
これを受けて、政府は25年度の合計特殊出生率（1人の女性が一生に産む子どもの数）も1・8とする目標を掲げるが、
18年は1・42にとどまる。政府はさまざまな施策を打ち出すが、妙手がないのが実情だ。
衛藤氏の持論は、将来的に第1子に月1万円、第2子に3万円、第3子に6万円と児童手当を拡充するのが柱で、
3人の子どもがいる世帯では月計10万円が支給される計算になる。ただし、実現に必要な財源は、

専門家により試算が異なるが「およそ3兆～5兆円」とされる。児童手当の給付総額2兆1363億円（17年度）を大きく上回る。
財源のめどが立たない以上、実現は難しいというのが首相の考えだ。

衛藤晟一・少子化担当相

毎日新聞2020年2月9日 15時00分(最終更新 2月12日 11時57分)
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上越市提供

県内での減少数711人は1番
であるが減少率では違う
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上越市提供
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なぜ日本の合計特殊出生率が低いのか？

•①非正規雇用等若年層の雇用不安
• 若年層で給料が安い、身分が不安定などにより、結婚できない、子どもを作れないひとが増えている。

•②女性の晩婚化と出生数の減少
• 女性が晩婚化し、他国に比べて出産する年令が高くなり、出生する子どもの数も減少している。

• 出産すると会社を辞めなければならない現実がある。

•③若年層の東京圏への移住携行
• 若年層が合計特殊出生率が非常に低い東京圏に移住する傾向が強まっている。

• 結果としてわが国の合計特殊出生率をさらに押し下げる結果を生んでいる。
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上越市の合計特殊出生率を高めるには
•①正規雇用を増やす

• IT関連企業の誘致・起業する若者の育成・医療、福祉分野の雇用の重要性
• 魅力あるまちづくり

•②女性が子供を産みやすくする
• 不安定な非正規勤務では、より給料の高い、賑やかな都市部に移住する

• 上越市の複数の女性議員の誕生は、素晴らしいことであり、本格的少子高齢社会（医療・
介護）や女性の地位向上など重要な課題に取り組んでもらえる

•③都市への若者の流失を抑える、都市から若者を受け入れる

•④自治体の最大課題は財政健全化である
• 上越市の財政の現状はどうか

上越市は第6次総合計画や第2期『まち・ひと・しごと総合
戦略』で施策として全てしている
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令和元年 令和2年 令和3年 令和4年

上越市提供

上越市の財調基金は現在100億円あるが令和4年までに半分
使い、残りは災害時の基金として取って置くべきで令和5年か
らは予算が組めなくなるのか？



今できる事は社会減をどう止める
のかが地方自治体の課題である
が、それは国策でやるしかない

人口減少は食い止めれない
出生率は高められない
経済縮小の危機
財政危機
滅種の危機 男女共結婚をしたがらず、

子供を持ちたがらない。

1482兆円の国債残高・年間
40兆円の国債発行続く

東京オリ・パラ以後6年以上
もゼロ成長が続く

人口の絶対減少と超高齢化
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